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別 紙

第４ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画）

平成２０年度～平成２４年度予算 総 括

（単位：百万円）

区 別 金 額

収入

運営費交付金 １８，７０２

国庫補助金 １０，０６０

国庫負担金 ６３３，１３９

政府補給金 ３２１

借入金 ６１５，６９７

保険料収入 ６４，９５０

運用収入 ５，２４４

貸付金利息 ３６３

農地売渡代金等収入 ２，３３６

諸収入 ２６

計 １，３５０，８３７

支出

業務経費 ７４５，０４８

５，２８９うち 農業者年金事業給付費

７２５，９９３旧年金等給付費

１，４７３還付金

１，６２６長期借入関係経費

１０，６６６その他の業務経費

５２４，０８４借入償還金

３，７５９一般管理費

人件費 ４，３０２

計 １，２７７，１９４

［人件費の見積り］

期間中総額３，６０３百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。
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［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２０年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）

γ：消費者物価指数（伸び率０％）

δ：平成２０年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

２ 平成２１年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．７５％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．６４％と推定。

、 。３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については ともに０％と推定

［借入金］

借入金は、独立行政法人農業者年金基金法附則第１７条第１項及び第２項

により、旧給付に要する費用に係る国庫負担の平準化を図るため、農林水産

大臣の要請に基づき行うものであり、独立行政法人農業者年金基金法附則第

１７条第４項により、借入金に係る債務の償還及び当該債務に係る利子の支

払いに要する費用は、国庫が負担することとなっている。



- 3 -

なお、農業者年金基金より承継された借入金についても、独立行政法人農

業者年金基金法附則第５条により国庫が負担することとなっている。
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平成２０年度～平成２４年度予算 特例付加年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

収入

運営費交付金 ２，４３０

国庫補助金 １０，０６０

運用収入 ６４２

１，０６４特例付加年金被保険者経理より受入

諸収入 ３

計 １４，１９９

支出

２，２９２業務経費

農業者年金事業給付 ５３うち 費

１，０６４特例付加年金受給権者経理へ繰入

１，１７５その他の業務経費

一般管理費 ５３６

人件費 ７２３

計 ３，５５０

［人件費の見積り］

期間中総額６０５百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２０年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）

γ：消費者物価指数（伸び率０％）

δ：平成２０年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金
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基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

２ 平成２１年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．７５％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．６４％と推定。

、 。３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については ともに０％と推定

［収入支出予算の弾力条項］

農業者年金事業給付費又は特例付加年金受給権者経理へ繰入の支出予算に

不足を生じたときは、当該不足額を限度として農業者年金事業給付費又は特

例付加年金受給権者経理へ繰入の支出予算の額を増額することができる。
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平成２０年度～平成２４年度予算 農業者老齢年金等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

収入

運営費交付金 ６，１０７

保険料収入 ６４，９５０

運用収入 ４，６０２

農業者老齢年金被保険者経理より ２２，９７６

受入

諸収入 ８

計 ９８，６４２

支出

業務経費 ３２，５７９

５，２３７うち 農業者年金事業給付費

１，３２１還付金

農業者老齢年金受給権者経理 ２２，９７６

へ繰入

３，０４６その他の業務経費

一般管理費 １，３２３

人件費 １，７４５

計 ３５，６４８

［人件費の見積り］

期間中総額１，４６２百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２０年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）

γ：消費者物価指数（伸び率０％）
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δ：平成２０年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

２ 平成２１年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．７５％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．６４％と推定。

、 。３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については ともに０％と推定

［収入支出予算の弾力条項］

１ 農業者年金事業給付費又は農業者老齢年金受給権者経理へ繰入の支出予

算に不足を生じたときは、当該不足額を限度として農業者年金事業給付費

又は農業者老齢年金受給権者経理へ繰入の支出予算の額を増額することが

できる。

２ 保険料収入の過誤納の還付が支出予算に比して増加するときは、その増

加する金額を限度として保険料還付金の支出予算の額を増額することがで

きる。
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平成２０年度～平成２４年度予算 旧年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

収入

運営費交付金 ９，５９１

国庫負担金 ６３３，１３９

借入金 ６１５，６９７

貸付金利息 ６８４

農地売買貸借等勘定より償還金 ２，３３６

諸収入 ７

計 １，２６１，４５４

支出

業務経費 ７３４，０７８

７２５，９９３うち 旧年金等給付費

１５２還付金

１，６２６長期借入関係経費

６，３０７その他の業務経費

借入償還金 ５２４，０８４

一般管理費 １，７０１

人件費 １，５９０

計 １，２６１，４５４

［人件費の見積り］

期間中総額１，３３１百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２０年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）

γ：消費者物価指数（伸び率０％）
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δ：平成２０年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

２ 平成２１年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．７５％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．６４％と推定。

、 。３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については ともに０％と推定

［借入金］

借入金は、独立行政法人農業者年金基金法附則第１７条第１項及び第２項

により、旧給付に要する費用に係る国庫負担の平準化を図るため、農林水産

大臣の要請に基づき行うものであり、独立行政法人農業者年金基金法附則第

１７条第４項により、借入金に係る債務の償還及び当該債務に係る利子の支

払いに要する費用は、国庫が負担することとなっている。

なお、農業者年金基金より承継された借入金についても、独立行政法人農

業者年金基金法附則第５条により国庫が負担することとなっている。

［収入支出予算の弾力条項］

１ 農地売買貸借等勘定より償還金の収入金額がこの予算において定める金

額に比して増加するときは、当該増加額を限度として旧年金等給付費の支

出予算に不足を生じた場合に旧年金等給付費の支出予算の額を増額するこ



- 10 -

とができる。

２ 農地売買貸借等勘定より償還金の収入金額がこの予算において定める金

額に比して増加するときは、当該増加額を限度として保険料収入の過誤納

の還付が支出予算に比して増加する場合に保険料還付金の支出予算の額を

増額することができる。
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平成２０年度～平成２４年度予算 農地売買貸借等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

収入

運営費交付金 ５７４

政府補給金 ３２１

貸付金利息 ３６３

農地売渡代金等収入 ２，３３６

諸収入 ７

計 ３，６０１

支出

業務経費 ３，１５８

２，３３６うち 旧年金勘定への償還金

６８４旧年金勘定への支払利息

１３８その他の業務経費

一般管理費 １９９

人件費 ２４４

計 ３，６０１

［人件費の見積り］

期間中総額２０５百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成２０年度は、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ（９７．００％）

β：効率化係数Ｂ（業務の見直しを踏まえたもの）

γ：消費者物価指数（伸び率０％）

δ：平成２０年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金
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基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

２ 平成２１年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．７５％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．６４％と推定。

、 。３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸び率については ともに０％と推定

［収入支出予算の弾力条項］

農地売渡代金等収入及び貸付金利息又は農地売渡業務等円滑化対策補給金

の収入金額が、この予算において定める金額に比して増加するときは、当該

増加額を限度として旧年金勘定への償還金及び旧年金勘定への支払利息の支

出予算の額を増額することができる。
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平成２０年度～平成２４年度収支計画 総 括

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 ８４１，６１７

経常費用 ７９６，３３８

人件費 ４，３０２

業務費 ７００，２１６

一般管理費 ３，７５９

減価償却費 ４２５

給付準備金繰入 ８７，６３４

財務費用 ４５，２７９

臨時損失 ０

収益の部 ８３９，２８１

０２運営費交付金収益 １８，７

国庫補助金収入 １０，０６０

国庫負担金収入 １０９，０５５

政府補給金収入 ３２１

財源措置予定額収益 ６１５，６９７

保険料収入 ６５，０３７

運用収入 １９，５９６

貸付金利息収入 ３６３

その他の収入 ２６

資産見返運営費交付金戻入 ４２５

臨時利益 ０

純損失 △２，３３６

目的積立金取崩額 ０

総損失 △２，３３６

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。



- 14 -

平成２０年度～平成２４年度収支計画 特例付加年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 １５，１２３

経常費用 １５，１２３

人件費 ７２３

業務費 １，２８７

一般管理費 ５３６

減価償却費 ５９

給付準備金繰入 １２，５１９

財務費用 ０

臨時損失 ０

収益の部 １５，１２３

運営費交付金収益 ２，４３０

国庫補助金収入 １０，０６０

運用収入 ２，５７１

その他の収入 ３

資産見返運営費交付金戻入 ５９

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。
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平成２０年度～平成２４年度収支計画 農業者老齢年金等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 ８８，３３０

経常費用 ８８，３３０

人件費 １，７４５

業務費 ９，９９２

一般管理費 １，３２３

減価償却費 １５４

給付準備金繰入 ７５，１１６

財務費用 ０

臨時損失 ０

収益の部 ８８，３３０

運営費交付金収益 ６，１０７

保険料収入 ６５，０３７

運用収入 １７，０２５

その他の収入 ８

資産見返運営費交付金戻入 １５４

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。
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平成２０年度～平成２４年度収支計画 旧年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 ７３７，５７２

経常費用 ６９２，２９３

人件費 １，５９０

業務費 ６８８，８００

一般管理費 １，７０１

減価償却費 ２０２

財務費用 ４５，２７９

臨時損失 ０

収益の部 ７３５，２３６

運営費交付金収益 ９，５９１

国庫負担金収入 １０９，０５５

財源措置予定額収益 ６１５，６９７

貸付金利息収入 ６８４

その他の収入 ７

資産見返運営費交付金戻入 ２０２

臨時利益 ０

純損失 △２，３３６

目的積立金取崩額 ０

総損失 △２，３３６

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。
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平成２０年度～平成２４年度収支計画 農地売買貸借等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 １，２７６

経常費用 ５９３

人件費 ２４４

業務費 １３８

一般管理費 １９９

減価償却費 １１

財務費用 ６８４

臨時損失 ０

収益の部 １，２７６

運営費交付金収益 ５７４

政府補給金収入 ３２１

貸付金利息収入 ３６３

その他の収入 ７

資産見返運営費交付金戻入 １１

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。
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平成２０年度～平成２４年度資金計画 総 括

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

資金支出 １，３５０，８３７

業務活動による支出 ７５３，１１０

投資活動による支出 ７３，６４３

財務活動による支出 ５２４，０８４

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 １，３５０，８３７

業務活動による収入 ７３５，１４０

運営費交付金による収入 １８，７０２

補助金等による収入 ６４３，５１９

保険料収入 ６４，９５０

運用による収入 ５，２４４

農地売渡代金等収入 ２，３３６

貸付金利息収入 ３６３

その他の収入 ２６

投資活動による収入 ０

財務活動による収入

借入金による収入 ６１５，６９７

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０
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平成２０年度～平成２４年度資金計画 特例付加年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

資金支出 １３，１３５

業務活動による支出 ２，４８６

投資活動による支出 １０，６４９

財務活動による支出 ０

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 １３，１３５

業務活動による収入 １３，１３５

運営費交付金による収入 ２，４３０

補助金等による収入 １０，０６０

運用による収入 ６４２

その他の収入 ３

投資活動による収入 ０

財務活動による収入 ０

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０
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平成２０年度～平成２４年度資金計画 農業者老齢年金等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

資金支出 ７５，６６６

業務活動による支出 １２，６７２

投資活動による支出 ６２，９９４

財務活動による支出 ０

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 ７５，６６６

業務活動による収入 ７５，６６６

運営費交付金による収入 ６，１０７

保険料収入 ６４，９５０

運用による収入 ４，６０２

その他の収入 ８

投資活動による収入 ０

財務活動による収入 ０

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０
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平成２０年度～平成２４年度資金計画 旧年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

資金支出 １，２６１，４５４

業務活動による支出 ７３７，３７０

投資活動による支出 ０

財務活動による支出 ５２４，０８４

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 １，２６１，４５４

業務活動による収入 ６４３，４２１

運営費交付金による収入 ９，５９１

補助金等による収入 ６３３，１３９

貸付金利息収入 ６８４

その他の収入 ７

投資活動による収入 ２，３３６

財務活動による収入

借入金による収入 ６１５，６９７

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０
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平成２０年度～平成２４年度資金計画 農地売買貸借等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

資金支出 ３，６０１

業務活動による支出 １，２６６

投資活動による支出 ０

財務活動による支出 ２，３３６

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 ３，６０１

業務活動による収入 ３，６０１

運営費交付金による収入 ５７４

補助金等による収入 ３２１

農地売渡代金等収入 ２，３３６

貸付金利息収入 ３６３

その他の収入 ７

投資活動による収入 ０

財務活動による収入

借入金による収入 ０

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０


